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新旧対照表（骨子案から骨子案・修正版に向けた主な修正点） 

骨子案・修正版 骨子案 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
前文 
私たちの郷土三重県は、豊かな自然に恵まれ、人々が暮らすのに理想的

な地として、古くから「美し国」と呼ばれてきた。また、伊勢国、志摩国、
伊賀国、熊野川以東の紀伊国から成る本県は、縦横に発達した街道を有し、
人々の出会い、情報、文化等の交流の場を形成するとともに、行き交う人々

に対するもてなしの心を今に伝えてきた地でもある。 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
前文 
私たちの郷土三重県は、豊かな自然に恵まれ、人が暮らすのに理想的な

地として、古くから「美し国」と呼ばれてきた。また、悠久の歴史を有し、
伊勢参り、世界遺産に登録された熊野古道を辿った熊野詣等、全国各地か
らの人々が行き交い交流を重ね、もてなしの心を今に伝えてきた。 

 
 

【主な修正点】 

 

◇「前文」を修正した。特に、地域性への配慮を中心に修正を加えた。 
（伊勢参り、熊野古道、熊野詣→伊勢国、志摩国、伊賀国、紀伊国） 

 
◇「観光行動の定義」を修正した。 
 
◇「誘客の定義」を新たに設けた。 
 
◇「基本理念」を全体的に見直した。「観光立国推進基本法」の条文構成に合わせるとともに、

本県の観光振興において大切にすべき考え方を整理した。 
 
◇「市町との協働」を「市町の役割」に修正した。 
 
◇「施策」の一つひとつをすべて条文化した。（条文数３→条文数１２） 
 
◇「三重県観光審議会」の規定を新たに設けた。 

合わせて、「附則」にて「審議会設置条例」の廃止条項を加筆した。 
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骨子案・修正版 骨子案 

観光は、その地に住む人々が先人から受け継いだ自然、歴史、文化等を
大切に守りながら、地域の個性を磨き上げる過程を通じ、自信を深め、郷
土への誇りと愛着を育むことのできる社会の実現に寄与するものである。

さらに、観光産業は、多様な事業の分野における特色ある事業活動によっ
て構成されることから、その波及効果は広範囲にわたり、地域における雇
用を創出し、地域経済を力強いものとすることへの期待も大きい。 

 
しかしながら、観光を取り巻く環境は、全国各地の観光地間競争が激し

くなる等厳しさを増している。人々を魅了する観光地として、本県がこれ

からも選ばれ続けるためには、国内外に対する観光宣伝活動及び誘客の強
化、魅力ある観光地の形成及び人材の育成、観光旅行を促進するための環
境の整備等観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進すること

が必要である。そして、健康的でゆとりのある県民生活を実現する上で観
光が重要な役割を果たすとともに、観光産業を本県の経済を牽引する産業

として大きく育て、及び確立させていくことが重要である。 
 
このような考え方に立って、県、市町、県民、事業者及び関係団体が協

働して、本県の観光の持続的な発展に向けて取り組むため、この条例を制
定する。 
 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第１章 総則  

（目的） 
第１条 この条例は、本県の観光の振興に関し、基本理念を定め、及び県
の責務、県民の役割等を明らかにするとともに、観光の振興に関する施

策の基本となる事項を定めることにより、観光の振興に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって県民生活の向上及び本県の経済の発展
に寄与することを目的とする。 

 

観光は、その地に住む人が先人から受け継いだ自然、歴史、文化等を大
切に守りながら、地域の持ち味と個性を磨き上げていくことにより、地域
への自信と誇りを深め、郷土愛を育むことのできる社会の実現に寄与する

ものである。また、観光は、多様な産業と関連するすそ野の広い産業であ
ることから、その波及効果は広範囲にわたり、地域における雇用を創出し、
地域経済をより力強いものとすることへの期待も大きい。 

 
しかしながら、観光を取り巻く環境は、全国各地の観光地間競争が激し

くなる等、一段と厳しさを増している。人々を魅了する観光の目的地とし

て、本県がこれからも選ばれ続けるためには、観光の振興に関する取組が
健康で文化的な県民生活を向上させる上で重要な役割を果たすとともに、
本県の経済をけん引する産業として観光産業を大きく育て、及び確立させ

ていくことが必要である。 
 

 
 
このような考え方に立って、県、市町、県民、事業者及び関係団体が協

働して、本県の観光の持続的な発展に向けて取り組むため、この条例を制
定する。 
 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第１章 総則  

（目的） 
第１条 この条例は、本県の観光の振興に関する基本理念を定め、及び県
の責務、県民の役割等を明らかにするとともに、観光の振興に関する施

策の基本となる事項を定めることにより、観光の振興に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって県民生活の向上及び本県の経済の発展
に寄与することを目的とする。 
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骨子案・修正版 骨子案 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に
定めるところによる。 

（１）観光資源 自然、歴史、伝統、文化、食、産業、人材その他観光の
振興に資する資源をいう。 

（２）事業者 観光旅行者を対象として事業を行う者その他観光に関する

事業を行う者をいう。 
（３）関係団体 事業者で組織される団体その他観光に関する事業を行う

団体をいう。 

（４）県民等 県民、事業者及び関係団体をいう。 
（５）観光行動 県民が、地域における観光の振興に関する取組に参画す

ること又は県内での滞在を目的とする観光旅行を行う機会の拡大を

図ることをいう。 
（６）誘客 本県又は地域の特色を生かした魅力ある商品の開発等、本県

への来訪意欲の増進を図り、及び観光旅行者の誘致を行うことをい
う。 

 

（基本理念） 
第３条 観光の振興に関する施策は、県、市町及び県民等のそれぞれの役
割に応じた相互の連携が確保されるとともに、本県の観光資源が有する

魅力を有効に活用して県内外からの観光旅行が促進されることを旨と
して講ぜられなければならない。 

２ 観光の振興に関する施策は、地域における創意工夫を生かした主体的

な取組が尊重されるとともに、県内の観光資源を充実させ、かつ、その
継承が図られることを旨として講ぜられなければならない。 

３ 観光の振興に関する施策は、観光旅行者の満足度の向上が図られると

ともに、地域の生活環境の保全と観光旅行を促進するための環境の整備
との調和が図られることを旨として講ぜられなければならない。 

 

 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に
定めるところによる。 

（１）観光資源 自然、歴史、伝統、文化、食、産業、人材その他観光の
振興に資する資源をいう。 

（２）事業者 観光旅行者を対象として事業を行う者その他観光に関する

事業を行う者をいう。 
（３）関係団体 事業者で組織される団体その他観光に関する事業を行う

団体をいう。 

（４）県民等 県民、事業者及び関係団体をいう。 
（５）観光行動 県民が、地域の観光資源に対する理解を深め、郷土への

誇りと愛着を育むことを通じて、地域における観光の振興に関する取

組に参画すること、又は県内を巡る観光旅行を行うことをいう。 
 

 
 
 

（基本理念） 
第３条 本県の観光の振興は、次に掲げる事項を基本として、地域におけ
る創意工夫を生かした主体的な取組を尊重するとともに、県、市町及び

県民等がそれぞれの立場において連携し、及び協働することにより、そ
の推進を図るものとする。 
①観光旅行者にとって魅力ある観光地の形成が図られる等、観光旅行者

の視点に立ち、その満足を向上させることが重要であるという認識を
有すること。 

②地域の観光資源を一層充実させ、かつ、その継承を図ることが、健康

で文化的な県民生活の向上と観光の持続的な発展のためには重要で
あるという認識を有すること。 

③地域に根ざした県民の生活文化が新たな観光資源として、観光旅行者

からの支持を集めていることにかんがみ、観光のすそ野の広がりを十
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骨子案・修正版 骨子案 

 
 
 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第２章 観光の振興に関する役割等 

（県の責務） 
第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にの
っとり、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実

施する責務を有する。 
２ 県は、市町及び県民等が相互に連携して観光の振興に関する取組を行
うことができるよう必要な調整及び支援を行うものとする。 

 
（市町の役割） 

第５条 市町は、基本理念にのっとり、当該市町の特性を生かした観光の
振興に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 

 

 
 
 

 
（県民の役割） 
第６条 県民は、基本理念にのっとり、魅力ある観光地の形成が図られる

よう、観光資源の維持及び保全に努めるものとする。 
２ 県民は、観光の振興の意義に対する理解を深め、観光行動の実施に努
めるものとする。 

 
（事業者の役割） 
第７条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たって

は、観光旅行者の多様化する需要にこたえる役務の提供に取り組む等、

分に意識することが新たな価値の創出のためには重要であるという
認識を有すること。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第２章 観光の振興に関する役割等 

（県の責務） 
第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にの
っとり、第３章に定める基本方針に基づき、観光の振興に関する施策を

策定し、及びこれを総合的かつ計画的に実施する責務を有する。 
２ 県は、市町又は県民等が相互に連携して観光の振興に関する取組を行
うことができるよう必要な調整及び支援を行うものとする。 

 
（市町との協働） 

第５条 県は、市町が基本理念にのっとり、地域の特性に応じた観光の振
興に関する施策を策定し、及び実施することができるよう、市町と連携
し、及び協働するものとする。 

２ 県は、地域において県民等が行う観光の振興に関する取組への支援に
ついては、市町が担う役割が重要であることにかんがみ、情報の提供、
必要な助言その他の協力を行うものとする。 

 
（県民の役割） 
第６条 県民は、基本理念にのっとり、魅力ある観光地の形成が図られる

よう観光資源の維持及び保全に努めるものとする。 
２ 県民は、自らの観光行動を通じて、県民生活の向上及び地域の活性化
に寄与するよう努めるものとする。 

 
（事業者の役割） 
第７条 事業者は、基本理念にのっとり、自らが直接観光旅行者と接する

機会を多く有し、観光の振興における中心的な立場にあることを認識
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骨子案・修正版 骨子案 

観光旅行者の満足度の向上に主体的に努めるものとする。 
２ 事業者は、県、市町及び関係団体のほか、地域における他の事業者そ
の他関係者との連携協力に努めるものとする。 

 
（関係団体の役割） 
第８条 関係団体は、基本理念にのっとり、観光に関する情報の提供、観

光旅行者の誘致、受入体制の整備その他観光の振興に関する事業に取り
組むよう努めるものとする。 

２ 関係団体は、前号の取組を行うに当たっては、県、市町その他関係者

との連携協力に努めるものとする。 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
第３章 観光の振興に関する基本的施策 

第１節 国内外に対する観光宣伝活動及び誘客の強化 
（県内の観光資源の魅力に関する情報提供） 
第９条 県は、本県の魅力に関する情報提供の充実強化を図るため、印刷

物、情報通信技術その他の媒体を活用し、県内の観光資源が有する魅力
に関する情報の提供その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（観光旅行者の来訪及び滞在の促進） 
第10条 県は、国内の観光旅行者の来訪及び滞在の促進を図るため、新た
な需要の開拓、再訪の促進等誘客に関する取組の実施その他必要な施策

を講ずるものとする。 
 
（外国人観光旅客の来訪の促進） 

第11条 県は、外国人観光旅客の来訪の促進を図るため、本県の歴史、伝
統、文化等を生かした観光宣伝活動及び誘客に関する取組の実施その他
必要な施策を講ずるものとする。 

 

し、観光旅行者にとって質の高い役務の提供に努めるものとする。 
２ 事業者は、地域との関わりを深め、地域における観光の振興に関する
取組に協力するよう努めるものとする。 

 
（関係団体の役割） 
第８条 関係団体は、基本理念にのっとり、観光情報の発信、観光旅行者

の誘客、受入体制の整備その他観光の振興に関する事業に取り組むよう
努めるものとする。 

２ 関係団体は、他の事業者及び関係団体との連携を図りながら、前号に

掲げる事業を行うよう努めるものとする。 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
第３章 観光の振興に関する施策の基本方針 

（情報発信及び誘客の仕組みづくり） 
第９条 県は、市町及び県民等と協働して、次に掲げる基本方針に基づき、
県内外からの誘客を図るための情報発信及び誘客の仕組みづくりに関

する施策を講ずるものとする。 
（１）本県の観光資源の魅力を生かした情報発信に関する取組を促進する

こと。 

（２）観光旅行者の来訪及び滞在に関する取組を促進すること。 
（３）海外の市場動向に応じた外国人観光旅行者の誘客に関する取組を促

進すること。 

（４）県内の各地域及び他府県との広域的な連携に関する取組を促進する
こと。 

 

（観光の魅力づくり及び人づくり） 
第10条 県は、市町及び県民等と協働して、次に掲げる基本方針に基づき、
地域の観光資源を生かした観光の魅力づくり及び人づくりに関する施

策を講ずるものとする。 
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骨子案・修正版 骨子案 

（広域的な連携） 
第12条 県は、観光の振興に関する取組の広域的な連携を図るため、本県
及び他府県が有する観光資源を広域的に連結させた観光宣伝活動の実

施、県内の観光地間の交流の促進その他必要な施策を講ずるものとす
る。 

 

第２節 魅力ある観光地の形成及び人材の育成 
（地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成） 
第13条 県は、地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成を図るため、

県内の観光資源の維持、保全、育成及び開発その他必要な施策を講ずる
ものとする。 

 

（観光の振興に寄与する人材の育成） 
第14条 県は、観光の振興に寄与する人材の育成を図るため、観光事業に

従事する者及び観光の振興に意欲を有する者の知識及び能力の向上そ
の他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（新たな観光旅行の分野の開拓） 
第15条 県は、新たな観光旅行の分野の開拓を図るため、自然体験活動、
農林漁業に関する体験活動等を目的とする観光旅行等多様な観光旅行

の普及の促進その他必要な施策を講ずるものとする。 
 
（観光行動の促進） 

第16条 県は、県民の郷土への誇りと愛着を育み、及び観光行動の促進を
図るため、県内の観光資源に関する知識の普及、理解の増進その他必要
な施策を講ずるものとする。 

 
第３節 観光旅行を促進するための環境の整備 
（観光地における良好な景観の形成） 

第17条 県は、観光地における良好な景観の形成を図るため、地域の生活

（１）地域が主体的に行う魅力ある観光地の形成に関する取組を促進する
こと。 

（２）観光地の形成を担う人材の育成に関する取組を促進すること。 

（３）観光旅行者の需要の変化に伴う観光旅行の形態の多様化への対応に
関する取組を促進すること。 

（４）県民の観光行動に関する取組を促進すること。 

 
（観光の基盤づくり） 
第11条 県は、市町及び県民等と協働して、次に掲げる基本方針に基づき、

快適性及び利便性に優れた観光地の形成を図るための観光の基盤づく
りに関する施策を講ずるものとする。 

（１）町並の整備と一体となった観光地の景観整備に関する取組を促進す

ること。 
（２）観光旅行の安全及び安心の確保に関する取組を促進すること。 

（３）観光旅行者の受入体制の充実に関する取組を促進すること。 
（４）観光の振興に資する交通基盤の整備に関する取組を促進すること。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



 

 7 

骨子案・修正版 骨子案 

環境との調和が図られた景観の整備の促進、市町が行う良好な景観の形
成に関する取組に対する支援その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（観光旅行者の利便の増進） 
第18条 県は、観光旅行者の利便の増進を図るため、高齢者、障がい者そ
の他特に配慮を要する観光旅行者が円滑に利用できる旅行関連施設及

び公共施設の整備並びにこれらの利便性の向上その他必要な施策を講
ずるものとする。 

 

（観光旅行の安全の確保） 
第19条 県は、観光旅行の安全の確保を図るため、観光旅行における事故
の発生の防止、観光地における事故、災害等の発生の状況に関する情報

の提供その他必要な施策を講ずるものとする。 
 

（交通基盤の整備） 
第20条 県は、観光旅行者の移動の円滑化に資する交通基盤の整備を図る
ため、道路、公共交通等観光の基盤となる交通施設に関する整備の促進

その他必要な施策を講ずるものとする。 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
第４章 観光の振興に関する施策の推進 
（基本計画） 

第21条 知事は、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ため、観光の振興に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）
を定めるものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
（１）観光の振興に関する基本的な方針 
（２）観光の振興に関する主要な目標 

（３）観光の振興に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
第４章 観光の振興に関する施策の推進方策 
（基本計画） 

第12条 知事は、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ため、観光の振興に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）
を定めるものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
（１）観光の振興に関する基本的な方針 
（２）観光の振興に関する主要な目標 

（３）観光の振興に関し、県が総合的かつ計画的に推進する施策 
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（４）前３号に掲げるもののほか、観光の振興に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、県民の意見

を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。 
４ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ
ならない。 

５ 知事は、毎年１回、基本計画に基づく施策の実施状況について公表し
なければならない。 

６ 第３項及び第４項の規定は、基本計画の基本的な方針及び主要な目標

の変更について準用する。 
 
（観光に関する統計の整備） 

第22条 県は、市町、事業者及び関係団体と連携して、観光に関する情報
の収集、動向の調査及び分析等を行い、観光に関する統計の整備を図る

とともに、その成果を市町及び県民等に公表するよう努めるものとす
る。 

 

（推進体制の整備） 
第23条 県は、市町及び県民等と円滑な連携及び協働を図り、観光の振興
に関する施策を推進するために必要な体制を整備するものとする。 

 
 
（財政上の措置） 

第24条 県は、観光の振興に関する施策を実施するため、必要な財政上の
措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
第５章 三重県観光審議会 

（設置） 

（４）前３号に掲げるもののほか、観光の振興に関する必要な事項 
３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、県民等の意
見を聴くとともに、議会の議決を経るものとする。 

４ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なくこれを公表するものとす
る。 

５ 知事は、毎年１回、基本計画に基づく施策の実施状況について公表す

るものとする。 
６ 第３項及び第４項の規定は、基本計画の基本的な方針及び主要な目標
の変更について準用するものとする。 

 
 
（統計の整備） 

第13条 県は、観光の振興に関する施策を効果的に推進するため、市町、
事業者及び関係団体と連携して、観光に関する情報の収集、動向の調査

及び分析等を行い、観光に関する統計の整備を図るとともに、その成果
を市町及び県民等と共有するよう努めるものとする。 

 

（推進体制の整備） 
第14条 県は、市町及び県民等と円滑な連携及び協働を図り、及び協力し
て、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な体制の整備を図るものとする。 
 
（財政上の措置） 

第15条 県は、観光の振興に関する施策を実施するため、必要な財政上の
措置を講ずるよう努めるものとする。 
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第25条 本県の観光の振興に資するため、知事の附属機関として、三重県
観光審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 
第26条 審議会は、知事の諮問に応じ、本県の観光の振興に関する重要な
事項その他知事が必要と認める事項について調査審議する。 

 
（組織） 
第27条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女いずれかの委員の割合は１０分の４を下回
らないものとする。ただし、知事がやむを得ない事情があると認めた場
合は、この限りでない。 

 
（委員） 

第28条 委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうち
から、知事が任命する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 
３ 委員は、再任されることができる。 
 

（会長及び副会長） 
第29条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理し、
会長が欠けたときはその職務を行う。 

 
（会議） 
第30条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができな
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い。 
３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、
議長の決するところによる。 

 
（庶務） 
第31条 審議会の庶務は、農水商工部において処理する。 

 
（委任） 
第32条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営その他審議会に関し

必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 
 
 

附 則 
１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 三重県観光事業推進審議会設置条例（昭和34年三重県条例第25条）は、
廃止する。 

 


